
１．研究背景と目的

　我が国における市街地規模の面的な集合住宅

計画は、住宅数の不足を解消するために、近代

都市理論のひとつである高層化・標準化計画に

よる供給中心の計画が行われてきた。不動産経

済研究所の調査 1) によると、都心回帰の強まり

によりマンション供給は増加傾向にあると共

に、集合住宅のさらなる高層化が進んでいる。

また、同時に高層住宅への定住の傾向が強まっ

ている。しかし、高層住宅の供給が一般化して

きているのにも関らず、集住体という新しい居

住環境に関する分析・研究は少なく、有効な都

市・建築計画手法はいまだ構築されていないと

言える。集住体の計画においては、居住環境及

び周辺環境との関連性を含めた有効な手法が必

要であり、さらなる高層住宅の増加に向けて有

効な計画手法の構築と共に、早急な計画手法構

築の資料と成り得る研究が必要である。

　既往研究では、超高層住宅に着目し、大川端

リバーシティ２１を対象として周辺環境と居住

者の認知の断面的な関係性について考察した。

その中で変位階層＊1) という概念を抽出し、垂

直方向に起因した環境認知に基づく集合住宅の

計画手法を提示している 2)3)4)。また、幕張ベイ

タウンを対象とした高さの異なる集住体におけ

る、居住者の認知特性と配置計画との構成を把

握し計画手法の研究を行っている 5)6)7)。

　本稿では、以上の成果を踏まえ地域に対する

認識のプロセスである環境認知について単回帰

分析を用いて変異階層から居住階に起因する認

知特性について分析・考察することで、超高層

住宅の集住体における住民意識と環境認知との

関係性を把握することを目的としている。

２．調査・分析概要

２．１．調査対象地域

　東京ウォーターフロント開発の先駆であり

「都心型住宅」のモデル的存在と言える大川端

地区住宅市街地、通称「大川端リバーシティ２

１」を調査対象地域とした（図１）。調査対象

地の高層住宅は多くの初期の高層住宅と同様に

同一平面計画の積層であり、周辺環境及び居住

階に起因する認知特性を把握する上で適してい

ると言える。

２．２．調査概要

■調査期間

　第１回調査　２００２年８月

　第２回調査　２００５年７月、８月

■調査方法

　３０階以上の超高層住宅に該当する７棟の集

合住宅の居住者を対象とした（表１）。居住者

の認知領域を明らかにするために調査対象者を

１３歳以上・居住年数３年以上の居住者に対し

現地にて圏域図示法＊2) によるアンケートを

行った。

■調査内容

　主な調査内容を表２に示す。以上の概要で、

２７５サンプルの有効回答を得られた。

２．３．分析方法

　既往研究 4) より、アンケートの多変量解析を

用いて類型化特性について分析し、変異階層か

ら居住階に起因する認知特性について考察し

た。アンケートによって得られた個人データを、

５０アイテム・２３７カテゴリーに分類し、数

量化Ⅲ類を行い３つの因子軸（表３）を抽出し

た。また数量化Ⅲ類の結果より得られたサンプ

ルスコアを用いて、クラスター分析（ウォード

法）を行い、居住者の生活・環境認知による類

型化を行うことで各類型の特徴から認知特性を

明らかにする。得られたクラスター樹形図から

ユークリッド距離 100 において 2類型に、さら

に５つの類型が得られた。

　さらに居住者の環境認知よりとらえた居住階

のまとまりは、居住年数５年以上の居住者にお

いて、変位階層（第一変位層８～１２階、第二

変位階層３２～３６階、第三変位階層１９～２

４階）を把握した（図２）。居住階は一般的な

構造上の法規による定義ではなく、変異階層に

よる低層階（第一変異階層以下）・中層階（第

一変異階層～第三変異階層）・高層階（第三変

異階層～第二変異階層）・超高層階（第二変異

階層以上）と定義している。

　以上を踏まえ、本稿では変異階層から居住階

られた。認知領域の近似曲線は、低層階と超高

層階において居住方向で対称に形成されてお

り、中層・高層階においては居住方向で相反に

形成されている。また、超高層階において内陸

側のみ変節点が明確であることが確認できる。

■「身近な緑地」

　認知領域面積は居住方向による違いはほとん

どみられないが、超高層階に住む沿岸側居住者

のみ50ha以上の認知領域を形成している。一方、

低層階と中層・高層階では 25ha 以下の狭い認

知領域で収まっている。認知領域の近似曲線は、

低層階と超高層階において居住方向で対称に形

成されており、中層・高層階においては居住方

向で相反に形成されている。また、超高層階に

おいて沿岸側・内陸側ともに変節点が明確であ

り、特に４３階付近で居住方向による認知領域

に大きな変化がみられる。

■「にぎわい」

　認知領域面積は超高層階に住む沿岸側居住者

のみ５０階付近で 150ha 以上の広範囲に及ぶ認

知領域を形成している。認知領域の近似曲線は、

低層階において居住方向で対称に形成されてお

り、中層階においては居住方向で相反に形成さ

れている。また、超高層階において沿岸側のみ

変節点が明確であることが確認できる。

■「行動範囲」

　認知領域面積は超高層階に住む沿岸側居住者

のみ 500ha 以上の認知領域を形成している。一

方、低層階と中層・高層階では 250ha 以下の認

知領域で収まっている。認知領域の近似曲線は、

中層階と超高層階において居住方向で対称に形

成されており、高層階においては居住方向で相

反に形成されている。

５．まとめ

　認知領域面積の変化を区間ごとに立体的に視

覚化することができた。本稿により得られた成

果を以下に示す。

１）居住方向の相違による立体変化の特性

　沿岸側と内陸側に分けて比較することによっ

て、居住方向の相違で居住者の認知領域の形成

に影響があることがわかった。相反する認知領

域の近似曲線は認知領域の増減が居住方向で逆

になる。一方、低層階で認知領域の近似曲線が

対称になることから、低層階において居住方向

による変化はほとんどないことがわかった。

２）居住階ごとのの立体変化の特性

　認知領域面積は低層階、中層・高層階、超高

層階の住居高さによって変化する事がわかっ

た。認知領域面積の変化は、低層階から超高層

階になるにつれて大きく変化する。

３）変節点の重なる変異階層の立体変化の特性

　超高層階における変節点の明確な変異階層を

抽出することで、立体変化の特徴的な階層を把

握できた。特に、４３階付近と４７階付近で最

も立体変化の傾向の相違がみられた。

　以上、大川端リバーシティ２１における積層

した居住空間の住民意識と環境認知との相関に

ついて把握できた。本稿の成果は、地域計画と

一体となった超高層住宅の集住体の計画におい

て有用な資料となり得ると考えられる。今後は、

変異階層の居住階の定義による認知領域図と構

成要素の詳細な分析について研究を進める予定

である。
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に起因する認知領域面積の変化について分析

し、考察を行う。

３．変異階層の区間ごとの立体変化

　認知領域面積の立体変化について、変異階層

の居住階の定義より３つの区間（低層階、中層・

高層階、超高層階）に分け、区間ごとに分析す

る（図３）。本分析は超高層住宅における居住

方向（沿岸側・内陸側）や住居高さの違いが認

知特性にどのように影響するかを考察する上で

重要な分析である。立体変化図の近似曲線は単

回帰分析より多項式近似で求められる。分析に

おいては決定係数＊4）0.4 以上を有効性ありとす
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■「わたしのまち」

　認知領域面積はどの階層においても内陸側で
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＊1）変位階層：居住階毎における認知領域面積において近似曲線が変位する階層。居住階に起因する認知特性を考察する上で
　　重要な要因である。
＊2）圏域図示法：認知領域調査の手法として既往研究8) 9) 10) において実施している。この方法は、対象地域を認知している
　　被験者を対象とした場合に有効であり、自己の住居の周辺地区などの比較的限定された小地域の空間を対象とした研究に
　　適している。認知の有無や広がりなどの量的な側面だけでなく、被験者の内部にある空間の切れ目を示してもらうことに
　　より、間接的にその構造を探ろうとするものである。

■「近隣住民意識」

　認知領域面積はどの階層においても内陸側で

広範囲になる傾向がみられた。超高層階に住む

内陸側居住者のみ約 100ha の広範囲に及ぶ認知

領域を形成している。低層階と中層・高層階に

おいても内陸側居住者のみ約 60ha の認知領域

を形成している。認知領域の近似曲線は、低層

階と高層階、超高層階において居住方向で対称

に形成されており、中層階においてのみ居住方

向で相反に形成されている。また、超高層階に

おいて沿岸側・内陸側ともに変節点が明確であ

り、特に４３階付近で居住方向による認知領域

に大きな変化がみられる。

４．変節点の重なりによる変異階層の分析

　前項において超高層階においてのみ有効性

（決定係数 0.4 以上）があることを把握した。

認知領域面積の近似曲線の傾向が変わる変節点

を抽出し、変節点の重なりが見られる階層につ

いて分析を行う。

　図４より、下から３６階、３９階、４３階、

４７階、４９階付近で５つの変節点の重なる階

層を把握した。

　３６階、４３階、４９階付近では、認知が広

がる傾向にあるが、特に４３階付近で最も認知

領域が広がる傾向にあり、住居高さによる視認

性などが要因として考えられる。一方、３９階、

４７階付近では認知領域が狭くなる傾向にあ

り、特に４７階付近で最も狭くなる傾向にある。

よって、４３階付近から４７階付近にかけて認

知領域は大きく変化することがわかった。

図１ 調査対象地域 大川端リバーシティ２１
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　我が国における市街地規模の面的な集合住宅

計画は、住宅数の不足を解消するために、近代
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済研究所の調査 1) によると、都心回帰の強まり
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また、同時に高層住宅への定住の傾向が強まっ

ている。しかし、高層住宅の供給が一般化して

きているのにも関らず、集住体という新しい居

住環境に関する分析・研究は少なく、有効な都

市・建築計画手法はいまだ構築されていないと

言える。集住体の計画においては、居住環境及

び周辺環境との関連性を含めた有効な手法が必

要であり、さらなる高層住宅の増加に向けて有

効な計画手法の構築と共に、早急な計画手法構
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リバーシティ２１を対象として周辺環境と居住

者の認知の断面的な関係性について考察した。

その中で変位階層＊1) という概念を抽出し、垂

直方向に起因した環境認知に基づく集合住宅の

計画手法を提示している 2)3)4)。また、幕張ベイ

タウンを対象とした高さの異なる集住体におけ

る、居住者の認知特性と配置計画との構成を把

握し計画手法の研究を行っている 5)6)7)。
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認識のプロセスである環境認知について単回帰

分析を用いて変異階層から居住階に起因する認

知特性について分析・考察することで、超高層

住宅の集住体における住民意識と環境認知との

関係性を把握することを目的としている。

２．調査・分析概要

２．１．調査対象地域

　東京ウォーターフロント開発の先駆であり

「都心型住宅」のモデル的存在と言える大川端

地区住宅市街地、通称「大川端リバーシティ２

１」を調査対象地域とした（図１）。調査対象

地の高層住宅は多くの初期の高層住宅と同様に

同一平面計画の積層であり、周辺環境及び居住

階に起因する認知特性を把握する上で適してい

ると言える。

２．２．調査概要

■調査期間

　第１回調査　２００２年８月

　第２回調査　２００５年７月、８月

■調査方法

　３０階以上の超高層住宅に該当する７棟の集

合住宅の居住者を対象とした（表１）。居住者

の認知領域を明らかにするために調査対象者を

１３歳以上・居住年数３年以上の居住者に対し

現地にて圏域図示法＊2) によるアンケートを

行った。

■調査内容

　主な調査内容を表２に示す。以上の概要で、

２７５サンプルの有効回答を得られた。

２．３．分析方法

　既往研究 4) より、アンケートの多変量解析を

用いて類型化特性について分析し、変異階層か

ら居住階に起因する認知特性について考察し

た。アンケートによって得られた個人データを、

５０アイテム・２３７カテゴリーに分類し、数

量化Ⅲ類を行い３つの因子軸（表３）を抽出し

た。また数量化Ⅲ類の結果より得られたサンプ

ルスコアを用いて、クラスター分析（ウォード

法）を行い、居住者の生活・環境認知による類

型化を行うことで各類型の特徴から認知特性を

明らかにする。得られたクラスター樹形図から

ユークリッド距離 100 において 2類型に、さら

に５つの類型が得られた。

　さらに居住者の環境認知よりとらえた居住階

のまとまりは、居住年数５年以上の居住者にお

いて、変位階層（第一変位層８～１２階、第二

変位階層３２～３６階、第三変位階層１９～２

４階）を把握した（図２）。居住階は一般的な

構造上の法規による定義ではなく、変異階層に

よる低層階（第一変異階層以下）・中層階（第

一変異階層～第三変異階層）・高層階（第三変

異階層～第二変異階層）・超高層階（第二変異

階層以上）と定義している。

　以上を踏まえ、本稿では変異階層から居住階

られた。認知領域の近似曲線は、低層階と超高

層階において居住方向で対称に形成されてお

り、中層・高層階においては居住方向で相反に

形成されている。また、超高層階において内陸

側のみ変節点が明確であることが確認できる。

■「身近な緑地」

　認知領域面積は居住方向による違いはほとん

どみられないが、超高層階に住む沿岸側居住者

のみ50ha以上の認知領域を形成している。一方、

低層階と中層・高層階では 25ha 以下の狭い認

知領域で収まっている。認知領域の近似曲線は、

低層階と超高層階において居住方向で対称に形

成されており、中層・高層階においては居住方

向で相反に形成されている。また、超高層階に

おいて沿岸側・内陸側ともに変節点が明確であ

り、特に４３階付近で居住方向による認知領域

に大きな変化がみられる。

■「にぎわい」

　認知領域面積は超高層階に住む沿岸側居住者

のみ５０階付近で 150ha 以上の広範囲に及ぶ認

知領域を形成している。認知領域の近似曲線は、

低層階において居住方向で対称に形成されてお

り、中層階においては居住方向で相反に形成さ

れている。また、超高層階において沿岸側のみ

変節点が明確であることが確認できる。

■「行動範囲」

　認知領域面積は超高層階に住む沿岸側居住者

のみ 500ha 以上の認知領域を形成している。一

方、低層階と中層・高層階では 250ha 以下の認

知領域で収まっている。認知領域の近似曲線は、

中層階と超高層階において居住方向で対称に形

成されており、高層階においては居住方向で相

反に形成されている。

５．まとめ

　認知領域面積の変化を区間ごとに立体的に視

覚化することができた。本稿により得られた成

果を以下に示す。

１）居住方向の相違による立体変化の特性

　沿岸側と内陸側に分けて比較することによっ

て、居住方向の相違で居住者の認知領域の形成

に影響があることがわかった。相反する認知領

域の近似曲線は認知領域の増減が居住方向で逆

になる。一方、低層階で認知領域の近似曲線が

対称になることから、低層階において居住方向

による変化はほとんどないことがわかった。

２）居住階ごとのの立体変化の特性

　認知領域面積は低層階、中層・高層階、超高

層階の住居高さによって変化する事がわかっ

た。認知領域面積の変化は、低層階から超高層

階になるにつれて大きく変化する。

３）変節点の重なる変異階層の立体変化の特性

　超高層階における変節点の明確な変異階層を

抽出することで、立体変化の特徴的な階層を把

握できた。特に、４３階付近と４７階付近で最

も立体変化の傾向の相違がみられた。

　以上、大川端リバーシティ２１における積層

した居住空間の住民意識と環境認知との相関に

ついて把握できた。本稿の成果は、地域計画と

一体となった超高層住宅の集住体の計画におい

て有用な資料となり得ると考えられる。今後は、

変異階層の居住階の定義による認知領域図と構

成要素の詳細な分析について研究を進める予定

である。

――――――――――――――――――――――――――
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に起因する認知領域面積の変化について分析

し、考察を行う。

３．変異階層の区間ごとの立体変化
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の居住階の定義より３つの区間（低層階、中層・

高層階、超高層階）に分け、区間ごとに分析す

る（図３）。本分析は超高層住宅における居住

方向（沿岸側・内陸側）や住居高さの違いが認

知特性にどのように影響するかを考察する上で

重要な分析である。立体変化図の近似曲線は単

回帰分析より多項式近似で求められる。分析に

おいては決定係数＊4）0.4 以上を有効性ありとす

る。

■「わたしのまち」

　認知領域面積はどの階層においても内陸側で

広範囲になる傾向がみられた。超高層階に住む

内陸側居住者のみ約 300ha の広範囲に及ぶ認知

領域を形成している。一方、低層階と中層・高

層階では約 150ha の認知領域で収まっている。

認知領域の近似曲線は、低層階と中層・高層階

において居住方向で対称に形成されている。ま

た、超高層階において居住方向で相反に形成さ

れていることから、居住方向の違いで逆の傾向

がみられた。
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　認知領域面積はどの階層においても居住方向

による違いはほとんどみられない。超高層階で
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＊3）構成要素：「わたしのまち」「身近な水辺」「身近な緑地」「にぎわい」の各認知領域及び「行動範囲」「近隣と意識する範
　　囲」の構成要素を点的要素、線的要素、面的要素、時間的変動要素に分類する。構成要素間相互のまとまりを分析するこ
　　とは地域における認知領域の把握において重要である。
＊4）決定係数 ：変動のうち回帰式によって説明できる割合を表わし、寄与率とも呼ばれる。 決定係数は 0と 1との間の数値を
　　とり、1に近いほど説明可能である部分の割合が高いことを示す。

■「近隣住民意識」

　認知領域面積はどの階層においても内陸側で

広範囲になる傾向がみられた。超高層階に住む

内陸側居住者のみ約 100ha の広範囲に及ぶ認知

領域を形成している。低層階と中層・高層階に

おいても内陸側居住者のみ約 60ha の認知領域

を形成している。認知領域の近似曲線は、低層

階と高層階、超高層階において居住方向で対称

に形成されており、中層階においてのみ居住方

向で相反に形成されている。また、超高層階に

おいて沿岸側・内陸側ともに変節点が明確であ

り、特に４３階付近で居住方向による認知領域

に大きな変化がみられる。

４．変節点の重なりによる変異階層の分析

　前項において超高層階においてのみ有効性

（決定係数 0.4 以上）があることを把握した。

認知領域面積の近似曲線の傾向が変わる変節点

を抽出し、変節点の重なりが見られる階層につ

いて分析を行う。

　図４より、下から３６階、３９階、４３階、

４７階、４９階付近で５つの変節点の重なる階

層を把握した。

　３６階、４３階、４９階付近では、認知が広

がる傾向にあるが、特に４３階付近で最も認知

領域が広がる傾向にあり、住居高さによる視認

性などが要因として考えられる。一方、３９階、

４７階付近では認知領域が狭くなる傾向にあ

り、特に４７階付近で最も狭くなる傾向にある。

よって、４３階付近から４７階付近にかけて認

知領域は大きく変化することがわかった。

No. 調査内容 No. 調査内容

１

２

３

４

５

６

７

８

９

属性調査

構成要素の可視意識調査

日常ルート調査

行動範囲の認知領域調査

認知領域構成要素
＊3)

調査

近隣住民と認識する意識範囲調査

わたしのまち・身近な水辺・身近な緑地・

にぎわい・ランドマークの認知領域調査

以前に居住していたまち、住まいとの比較調査

まちに住まい始めてからの変化調査

表２ 調査内容項目表

図２ 認知領域面積の変化

Ｙ軸

Ｘ軸

わたしのまち 身近な水辺 身近な緑地 にぎわい 行動範囲 近隣住民意識

Ｙ軸：居住階　Ｘ軸：認知領域面積 ：類型Ⅰ ：類型Ⅱ ：第一次変位階層 ：第二次変位階層 ：３類型

30ha 25ha 2.5ha2.5ha

類型Ⅱ－Ａ

類型Ⅱ－Ｃ

類型Ⅱ－Ｂ

7.5ha 2.5ha

第一変位階層８～１２

第二変位階層３２～３６

第三変位階層１９～２４

軸 軸の解釈 相関係数

第１軸

第２軸

第３軸

可視性に基づく認知領域の広がり

時間変化による領域形成

にぎわいを中心とする認知領域の複合化に基づく近隣住民意識の形成

0.52947

0.46723

0.42189

表３ 軸の解釈

― 512 ―



１．研究背景と目的

　我が国における市街地規模の面的な集合住宅

計画は、住宅数の不足を解消するために、近代

都市理論のひとつである高層化・標準化計画に

よる供給中心の計画が行われてきた。不動産経

済研究所の調査 1) によると、都心回帰の強まり

によりマンション供給は増加傾向にあると共

に、集合住宅のさらなる高層化が進んでいる。

また、同時に高層住宅への定住の傾向が強まっ

ている。しかし、高層住宅の供給が一般化して

きているのにも関らず、集住体という新しい居

住環境に関する分析・研究は少なく、有効な都

市・建築計画手法はいまだ構築されていないと

言える。集住体の計画においては、居住環境及

び周辺環境との関連性を含めた有効な手法が必

要であり、さらなる高層住宅の増加に向けて有

効な計画手法の構築と共に、早急な計画手法構

築の資料と成り得る研究が必要である。

　既往研究では、超高層住宅に着目し、大川端

リバーシティ２１を対象として周辺環境と居住

者の認知の断面的な関係性について考察した。

その中で変位階層＊1) という概念を抽出し、垂

直方向に起因した環境認知に基づく集合住宅の

計画手法を提示している 2)3)4)。また、幕張ベイ

タウンを対象とした高さの異なる集住体におけ

る、居住者の認知特性と配置計画との構成を把

握し計画手法の研究を行っている 5)6)7)。

　本稿では、以上の成果を踏まえ地域に対する

認識のプロセスである環境認知について単回帰

分析を用いて変異階層から居住階に起因する認

知特性について分析・考察することで、超高層

住宅の集住体における住民意識と環境認知との

関係性を把握することを目的としている。

２．調査・分析概要

２．１．調査対象地域

　東京ウォーターフロント開発の先駆であり

「都心型住宅」のモデル的存在と言える大川端

地区住宅市街地、通称「大川端リバーシティ２

１」を調査対象地域とした（図１）。調査対象

地の高層住宅は多くの初期の高層住宅と同様に

同一平面計画の積層であり、周辺環境及び居住

階に起因する認知特性を把握する上で適してい

ると言える。

２．２．調査概要

■調査期間

　第１回調査　２００２年８月

　第２回調査　２００５年７月、８月

■調査方法

　３０階以上の超高層住宅に該当する７棟の集

合住宅の居住者を対象とした（表１）。居住者

の認知領域を明らかにするために調査対象者を

１３歳以上・居住年数３年以上の居住者に対し

現地にて圏域図示法＊2) によるアンケートを

行った。

■調査内容

　主な調査内容を表２に示す。以上の概要で、

２７５サンプルの有効回答を得られた。

２．３．分析方法

　既往研究 4) より、アンケートの多変量解析を

用いて類型化特性について分析し、変異階層か

ら居住階に起因する認知特性について考察し

た。アンケートによって得られた個人データを、

５０アイテム・２３７カテゴリーに分類し、数

量化Ⅲ類を行い３つの因子軸（表３）を抽出し

た。また数量化Ⅲ類の結果より得られたサンプ

ルスコアを用いて、クラスター分析（ウォード

法）を行い、居住者の生活・環境認知による類

型化を行うことで各類型の特徴から認知特性を

明らかにする。得られたクラスター樹形図から

ユークリッド距離 100 において 2類型に、さら

に５つの類型が得られた。

　さらに居住者の環境認知よりとらえた居住階

のまとまりは、居住年数５年以上の居住者にお

いて、変位階層（第一変位層８～１２階、第二

変位階層３２～３６階、第三変位階層１９～２

４階）を把握した（図２）。居住階は一般的な

構造上の法規による定義ではなく、変異階層に

よる低層階（第一変異階層以下）・中層階（第

一変異階層～第三変異階層）・高層階（第三変

異階層～第二変異階層）・超高層階（第二変異

階層以上）と定義している。

　以上を踏まえ、本稿では変異階層から居住階

られた。認知領域の近似曲線は、低層階と超高

層階において居住方向で対称に形成されてお

り、中層・高層階においては居住方向で相反に

形成されている。また、超高層階において内陸

側のみ変節点が明確であることが確認できる。

■「身近な緑地」

　認知領域面積は居住方向による違いはほとん

どみられないが、超高層階に住む沿岸側居住者

のみ50ha以上の認知領域を形成している。一方、

低層階と中層・高層階では 25ha 以下の狭い認

知領域で収まっている。認知領域の近似曲線は、

低層階と超高層階において居住方向で対称に形

成されており、中層・高層階においては居住方

向で相反に形成されている。また、超高層階に

おいて沿岸側・内陸側ともに変節点が明確であ

り、特に４３階付近で居住方向による認知領域

に大きな変化がみられる。

■「にぎわい」

　認知領域面積は超高層階に住む沿岸側居住者

のみ５０階付近で 150ha 以上の広範囲に及ぶ認

知領域を形成している。認知領域の近似曲線は、

低層階において居住方向で対称に形成されてお

り、中層階においては居住方向で相反に形成さ

れている。また、超高層階において沿岸側のみ

変節点が明確であることが確認できる。

■「行動範囲」

　認知領域面積は超高層階に住む沿岸側居住者

のみ 500ha 以上の認知領域を形成している。一

方、低層階と中層・高層階では 250ha 以下の認

知領域で収まっている。認知領域の近似曲線は、

中層階と超高層階において居住方向で対称に形

成されており、高層階においては居住方向で相

反に形成されている。

５．まとめ

　認知領域面積の変化を区間ごとに立体的に視

覚化することができた。本稿により得られた成

果を以下に示す。

１）居住方向の相違による立体変化の特性

　沿岸側と内陸側に分けて比較することによっ

て、居住方向の相違で居住者の認知領域の形成

に影響があることがわかった。相反する認知領

域の近似曲線は認知領域の増減が居住方向で逆

になる。一方、低層階で認知領域の近似曲線が

対称になることから、低層階において居住方向

による変化はほとんどないことがわかった。

２）居住階ごとのの立体変化の特性

　認知領域面積は低層階、中層・高層階、超高

層階の住居高さによって変化する事がわかっ

た。認知領域面積の変化は、低層階から超高層

階になるにつれて大きく変化する。

３）変節点の重なる変異階層の立体変化の特性

　超高層階における変節点の明確な変異階層を

抽出することで、立体変化の特徴的な階層を把

握できた。特に、４３階付近と４７階付近で最

も立体変化の傾向の相違がみられた。

　以上、大川端リバーシティ２１における積層

した居住空間の住民意識と環境認知との相関に

ついて把握できた。本稿の成果は、地域計画と

一体となった超高層住宅の集住体の計画におい

て有用な資料となり得ると考えられる。今後は、

変異階層の居住階の定義による認知領域図と構

成要素の詳細な分析について研究を進める予定

である。

――――――――――――――――――――――――――
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に起因する認知領域面積の変化について分析

し、考察を行う。

３．変異階層の区間ごとの立体変化

　認知領域面積の立体変化について、変異階層

の居住階の定義より３つの区間（低層階、中層・

高層階、超高層階）に分け、区間ごとに分析す

る（図３）。本分析は超高層住宅における居住

方向（沿岸側・内陸側）や住居高さの違いが認

知特性にどのように影響するかを考察する上で

重要な分析である。立体変化図の近似曲線は単

回帰分析より多項式近似で求められる。分析に

おいては決定係数＊4）0.4 以上を有効性ありとす

る。

■「わたしのまち」

　認知領域面積はどの階層においても内陸側で

広範囲になる傾向がみられた。超高層階に住む

内陸側居住者のみ約 300ha の広範囲に及ぶ認知

領域を形成している。一方、低層階と中層・高

層階では約 150ha の認知領域で収まっている。

認知領域の近似曲線は、低層階と中層・高層階

において居住方向で対称に形成されている。ま

た、超高層階において居住方向で相反に形成さ

れていることから、居住方向の違いで逆の傾向

がみられた。

■「身近な水辺」

　認知領域面積はどの階層においても居住方向

による違いはほとんどみられない。超高層階で
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■「近隣住民意識」

　認知領域面積はどの階層においても内陸側で

広範囲になる傾向がみられた。超高層階に住む

内陸側居住者のみ約 100ha の広範囲に及ぶ認知

領域を形成している。低層階と中層・高層階に

おいても内陸側居住者のみ約 60ha の認知領域

を形成している。認知領域の近似曲線は、低層

階と高層階、超高層階において居住方向で対称

に形成されており、中層階においてのみ居住方

向で相反に形成されている。また、超高層階に

おいて沿岸側・内陸側ともに変節点が明確であ

り、特に４３階付近で居住方向による認知領域

に大きな変化がみられる。

４．変節点の重なりによる変異階層の分析

　前項において超高層階においてのみ有効性

（決定係数 0.4 以上）があることを把握した。

認知領域面積の近似曲線の傾向が変わる変節点

を抽出し、変節点の重なりが見られる階層につ

いて分析を行う。

　図４より、下から３６階、３９階、４３階、

４７階、４９階付近で５つの変節点の重なる階

層を把握した。

　３６階、４３階、４９階付近では、認知が広

がる傾向にあるが、特に４３階付近で最も認知

領域が広がる傾向にあり、住居高さによる視認

性などが要因として考えられる。一方、３９階、

４７階付近では認知領域が狭くなる傾向にあ

り、特に４７階付近で最も狭くなる傾向にある。

よって、４３階付近から４７階付近にかけて認

知領域は大きく変化することがわかった。

図３ 階層ごとの認知領域面積の変化
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１．研究背景と目的

　我が国における市街地規模の面的な集合住宅

計画は、住宅数の不足を解消するために、近代

都市理論のひとつである高層化・標準化計画に

よる供給中心の計画が行われてきた。不動産経

済研究所の調査 1) によると、都心回帰の強まり

によりマンション供給は増加傾向にあると共

に、集合住宅のさらなる高層化が進んでいる。

また、同時に高層住宅への定住の傾向が強まっ

ている。しかし、高層住宅の供給が一般化して

きているのにも関らず、集住体という新しい居

住環境に関する分析・研究は少なく、有効な都

市・建築計画手法はいまだ構築されていないと

言える。集住体の計画においては、居住環境及

び周辺環境との関連性を含めた有効な手法が必

要であり、さらなる高層住宅の増加に向けて有

効な計画手法の構築と共に、早急な計画手法構

築の資料と成り得る研究が必要である。

　既往研究では、超高層住宅に着目し、大川端

リバーシティ２１を対象として周辺環境と居住

者の認知の断面的な関係性について考察した。

その中で変位階層＊1) という概念を抽出し、垂

直方向に起因した環境認知に基づく集合住宅の

計画手法を提示している 2)3)4)。また、幕張ベイ

タウンを対象とした高さの異なる集住体におけ

る、居住者の認知特性と配置計画との構成を把

握し計画手法の研究を行っている 5)6)7)。

　本稿では、以上の成果を踏まえ地域に対する

認識のプロセスである環境認知について単回帰

分析を用いて変異階層から居住階に起因する認

知特性について分析・考察することで、超高層

住宅の集住体における住民意識と環境認知との

関係性を把握することを目的としている。

２．調査・分析概要

２．１．調査対象地域

　東京ウォーターフロント開発の先駆であり

「都心型住宅」のモデル的存在と言える大川端

地区住宅市街地、通称「大川端リバーシティ２

１」を調査対象地域とした（図１）。調査対象

地の高層住宅は多くの初期の高層住宅と同様に

同一平面計画の積層であり、周辺環境及び居住

階に起因する認知特性を把握する上で適してい

ると言える。

２．２．調査概要

■調査期間

　第１回調査　２００２年８月

　第２回調査　２００５年７月、８月

■調査方法

　３０階以上の超高層住宅に該当する７棟の集

合住宅の居住者を対象とした（表１）。居住者

の認知領域を明らかにするために調査対象者を

１３歳以上・居住年数３年以上の居住者に対し

現地にて圏域図示法＊2) によるアンケートを

行った。

■調査内容

　主な調査内容を表２に示す。以上の概要で、

２７５サンプルの有効回答を得られた。

２．３．分析方法

　既往研究 4) より、アンケートの多変量解析を

用いて類型化特性について分析し、変異階層か

ら居住階に起因する認知特性について考察し

た。アンケートによって得られた個人データを、

５０アイテム・２３７カテゴリーに分類し、数

量化Ⅲ類を行い３つの因子軸（表３）を抽出し

た。また数量化Ⅲ類の結果より得られたサンプ

ルスコアを用いて、クラスター分析（ウォード

法）を行い、居住者の生活・環境認知による類

型化を行うことで各類型の特徴から認知特性を

明らかにする。得られたクラスター樹形図から

ユークリッド距離 100 において 2類型に、さら

に５つの類型が得られた。

　さらに居住者の環境認知よりとらえた居住階

のまとまりは、居住年数５年以上の居住者にお

いて、変位階層（第一変位層８～１２階、第二

変位階層３２～３６階、第三変位階層１９～２

４階）を把握した（図２）。居住階は一般的な

構造上の法規による定義ではなく、変異階層に

よる低層階（第一変異階層以下）・中層階（第

一変異階層～第三変異階層）・高層階（第三変

異階層～第二変異階層）・超高層階（第二変異

階層以上）と定義している。

　以上を踏まえ、本稿では変異階層から居住階

られた。認知領域の近似曲線は、低層階と超高

層階において居住方向で対称に形成されてお

り、中層・高層階においては居住方向で相反に

形成されている。また、超高層階において内陸

側のみ変節点が明確であることが確認できる。

■「身近な緑地」

　認知領域面積は居住方向による違いはほとん

どみられないが、超高層階に住む沿岸側居住者

のみ50ha以上の認知領域を形成している。一方、

低層階と中層・高層階では 25ha 以下の狭い認

知領域で収まっている。認知領域の近似曲線は、

低層階と超高層階において居住方向で対称に形

成されており、中層・高層階においては居住方

向で相反に形成されている。また、超高層階に

おいて沿岸側・内陸側ともに変節点が明確であ

り、特に４３階付近で居住方向による認知領域

に大きな変化がみられる。

■「にぎわい」

　認知領域面積は超高層階に住む沿岸側居住者

のみ５０階付近で 150ha 以上の広範囲に及ぶ認

知領域を形成している。認知領域の近似曲線は、

低層階において居住方向で対称に形成されてお

り、中層階においては居住方向で相反に形成さ

れている。また、超高層階において沿岸側のみ

変節点が明確であることが確認できる。

■「行動範囲」

　認知領域面積は超高層階に住む沿岸側居住者

のみ 500ha 以上の認知領域を形成している。一

方、低層階と中層・高層階では 250ha 以下の認

知領域で収まっている。認知領域の近似曲線は、

中層階と超高層階において居住方向で対称に形

成されており、高層階においては居住方向で相

反に形成されている。

５．まとめ

　認知領域面積の変化を区間ごとに立体的に視

覚化することができた。本稿により得られた成

果を以下に示す。

１）居住方向の相違による立体変化の特性

　沿岸側と内陸側に分けて比較することによっ

て、居住方向の相違で居住者の認知領域の形成

に影響があることがわかった。相反する認知領

域の近似曲線は認知領域の増減が居住方向で逆

になる。一方、低層階で認知領域の近似曲線が

対称になることから、低層階において居住方向

による変化はほとんどないことがわかった。

２）居住階ごとのの立体変化の特性

　認知領域面積は低層階、中層・高層階、超高

層階の住居高さによって変化する事がわかっ

た。認知領域面積の変化は、低層階から超高層

階になるにつれて大きく変化する。

３）変節点の重なる変異階層の立体変化の特性

　超高層階における変節点の明確な変異階層を

抽出することで、立体変化の特徴的な階層を把

握できた。特に、４３階付近と４７階付近で最

も立体変化の傾向の相違がみられた。

　以上、大川端リバーシティ２１における積層

した居住空間の住民意識と環境認知との相関に

ついて把握できた。本稿の成果は、地域計画と

一体となった超高層住宅の集住体の計画におい

て有用な資料となり得ると考えられる。今後は、

変異階層の居住階の定義による認知領域図と構

成要素の詳細な分析について研究を進める予定

である。

――――――――――――――――――――――――――
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領域を形成している。一方、低層階と中層・高

層階では約 150ha の認知領域で収まっている。
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■「近隣住民意識」

　認知領域面積はどの階層においても内陸側で

広範囲になる傾向がみられた。超高層階に住む

内陸側居住者のみ約 100ha の広範囲に及ぶ認知

領域を形成している。低層階と中層・高層階に

おいても内陸側居住者のみ約 60ha の認知領域

を形成している。認知領域の近似曲線は、低層

階と高層階、超高層階において居住方向で対称

に形成されており、中層階においてのみ居住方

向で相反に形成されている。また、超高層階に

おいて沿岸側・内陸側ともに変節点が明確であ

り、特に４３階付近で居住方向による認知領域

に大きな変化がみられる。

４．変節点の重なりによる変異階層の分析

　前項において超高層階においてのみ有効性

（決定係数 0.4 以上）があることを把握した。

認知領域面積の近似曲線の傾向が変わる変節点

を抽出し、変節点の重なりが見られる階層につ

いて分析を行う。

　図４より、下から３６階、３９階、４３階、

４７階、４９階付近で５つの変節点の重なる階

層を把握した。

　３６階、４３階、４９階付近では、認知が広

がる傾向にあるが、特に４３階付近で最も認知

領域が広がる傾向にあり、住居高さによる視認

性などが要因として考えられる。一方、３９階、

４７階付近では認知領域が狭くなる傾向にあ

り、特に４７階付近で最も狭くなる傾向にある。

よって、４３階付近から４７階付近にかけて認

知領域は大きく変化することがわかった。

図４ 超高層階の立体変化と変節点の重なり
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